
U.D,C.53る.58:る29.13占

防 衛 庁 技 術 研 究本官β 納

温 度 高 度 変 化 試 験 装 置
HighAltitudeEnvironmentalTesting Equipment Delivered to Defence Agency,Japan.

松 本 丘*
′rakaslliMatsumoto

深 沢 汎 茂**
Hiroshige Fukazawa

清 水 雅 夫**
Masao Shimizu

仁 科 稜
Ry6z6Nisbi11a

内 容 梗 概

防衛庁技術研究本部に納入された温度高度変化試験装置は誘導ミサイルなどの高空飛昇体を対象とする試験

装置で,三菱重工業が中心となり日立,東芝を加えた3杜によって共同製作された｡本装置は地上から高庇

100,000フィートまでに相当する温度,圧力を変化させ,高空を飛行し,あるいは急上昇する飛昇体のあらゆ

る環境条件を再現することができる｡ここでは日記の分担した冷却柴田,減圧袋帯を■トbにこの装置の概要を

述べる｡

1.緒 口

この装置は日立製作所,三菱重工業,東京芝浦電気の3社が共同

製作したものであるが,日立製作所は昭和33年10月防衛庁技術研

究本部第3研究所に納入した超低温低圧装置の貴重な経験を生かし

て冷却装置と減圧装置を,三菱重工業は試験槽を,また東京芝浦電

気は急速加熱装置を取りまとめたものである｡

さきに日立製作所が納入した超低温低圧装置は高空では航空機部

品や人体がどんな影響を受けるかを調べるのが目的だったが,今度

完成した温度高度変化試験装置はさらに進んでミサイル誘導装置の

性能を調査,研究するためのもので,高空環境はもちろん,打上げ

から急上昇する状態も再現できるように計画されている｡

計画にあたっては,非常に高度の技術が要求されるとともに現在

ミサイル自体がわが国では開発途上にあるため,防衛庁側も慎重を

期して34年より38年まで,防衛庁のみならず民間会社をも含めた

メンバーによって構成されたGM協議会にミサイルの環境試験法

および現有の環境試験装置の調査研究を依板した｡GM協議会はさ

らにこれらの資料にもとづいてGM(誘導ミサイル)用温度高度変

化試験装霞の具体的な仕様を決定し,今後ミサイルをこの装置で試

験する際に十分その成果が得られるよう細部計画まで防衛庁に答申

している｡したがってこの装置の完成までにほ調査研究期間も含め

て約6年の年月を費やしており,ミサイル環境試験装置に関しては

先進国であるアメリカのこの種設備に比べても決してそん色のない

ものである｡

わが国におけるこの種の環境試験装置も,その対象は航空横から

ミサイルへと順調な歩みをたどってきたわけであるが,人工衛星打

上げ計画もレールに乗つた現在,さらに強力な性能を持った環境試

験装置がここ2,3年のうちに実現することになるであろう｡

2.装置の概要

2.1試験の目的,内容

GMの環境試験,とくに温度高度変化試験の大きな目的は

(1)発射試験の代用

(2)開発研究資料の収集

の二つである｡実際に発射して試験を行ない,あらゆる環境条件下

の資料を飛行中に集めるのと,これを地上の試験設備でシミュレー

トして行なうのとでは設僻,費用,時間,計測技術などあらゆる点

*
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第1固 定常および非定常試験プログラム

で後者のほうが有利である｡これは航空機についてもいわれること

であるがとくに発射するたびに消耗するGMではなおさらである｡

そしてこの目的の故に部品単体に対してでなく完全な検体に対して

の試験が必要になってくる｡

つぎに試験の内容であるがこれも大別してつぎの二つの場合があ

げられる｡

その(1)は定常試験で,これはGMが輸送されるときあるいは母

機に搭載されて飛行するときなどの環境条件下での試験である｡

その(2)は非定常試験で,これはGM自身が飛昇しているときの

ように環境条件が急激に変化する場合の試験である｡

いずれの場合も環境条件としては温度および圧力がおもなもので

あるが非定常の場合はさらに空力加熱が加わる｡

従来のGMの環境試験はほとんどがアメリカのMIL【SpeCによ

って行なわれていたが,これらは温度,圧力とも定常試験のみであ

り非定常に関する規定は含まれていない｡しかし試験の目的からい

って温度高度の環境を急激に変化させた過度状態の試験が必要なこ

とはいうまでもない｡

本装置でも温度に関しては定常試験と,非定常試験の初期条件を

与えることができ,圧力は定常,非定常いずれの場合も試験する

ことができる｡また同時に空力加熱の条件を加えることも可能で

ある｡

弟1図iこ定常および非定常試験のプログラムの一例を示す｡

2.2 装置の構成および仕様

装置の構成要素とこれらの概略仕様はつぎのとおりである｡
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第2図 ドア側より見た試験槽

第3図 冷凍機およびその禰器

(1)試 験 槽

内 法 寸 法

構 内 温 度

構 内 月三 プJ

観 測 窓

撹絆フ ア ン

前 室

2,740111m¢×6,350111mLx32.4r【13

-65℃へ′＋85℃

760′～8mmHgabs

300mlll¢断熱2東特殊ガラス

3.7kWx4柄

杓乙800m叫.･ら×2,000111rllL

弟2図はドア側から見た試険槽の外観である｡

(2)冷 却 装 臣

冷 凍 方 式

冷 却 能 力

温 度 範 囲

(R-22)×(R-13)二元冷淡ノブ式

槽l勺温度を常温常圧より4h以内に-65℃

に冷却する｡

-65℃～-45℃ 精比±2℃

-45℃～h20℃ 精度±3℃

-20℃～＋85℃ 精度±2℃

(緩速加熱装躍を併川)

弟3図に冷凍枚およびその神器を示す｡ノ

(3)減 圧 装 ‾挺

減 圧 方 式 ルーツポンプ,往復劫形ポンプ,油回転ポ

ンプによる多段ポンプ方式｡

減 圧 能 力

(a)非定常減圧

槽内圧力を常温常圧より10sごとに約1/2の割合で減圧し

最終8mmHgabsに約1minで到達する｡この減圧速度を限

度として数種の減圧速度を得る｡

(b)定 常 保 持

大気圧近くより8mmHgabsまでの任意圧力に精度±5%

第4図 第1段および第2段真空ポンプ

(または±2mmHgabs)にて保つ｡

弟4図に第1段および第2段ポンプを示す｡

(4)緩速加熱装置

加 熱 方 式

加 熱 能 力

粘 度 範 閃

(5)急速加熱装躍

加 熱 方 式

加 熱 能 力

リボン状ニクロム線ヒータ185V200kW

槽内温度を常圧において-20℃から85℃

まで約1hで昇配させる｡

(2)冷却装置に同じ｡

赤外線加熱方式

直径150mm¢GMの頂部温度上昇率40

℃/s(負荷電圧200Vにおいて)

(6)計測,制御装置

中央制御盤および各装置用制御,操作盤

3.冷 却 装 置

3.1冷却方式の速足

冷却装置に要求される機能はさきに述べたように次の二つで

ある｡

(1)冷 却 能 力

槽内温度を常温常旺よi)4Il以仙こ-65℃に冷却すること｡

(2)温度範囲および保持精度

槽内温度-65℃より＋85℃までの任意温度において緩速加熱

装置を併用して,T‾記の精度に保持できること｡

温 蛙 範 朗 -65℃～”45℃ 精度±2℃

-45℃～一20℃ 精度±3℃

-20℃～＋85℃ 精度±2℃

これらの機能を持つた捌こは,少なくとも次の条件を満足するも

のでなければならない｡

(1)槽内温度-65℃を得るためには,少なくとも冷媒の蒸発温

度はこれよりも低い-80℃ぐらいにする必要があり,冷娠の凝固

点はこの弧比よりも低いものでなければならない｡なお蒸発温度

iこ相当する飽和圧力(恭発圧力)は六倍保持の点,および蒸発ガ

ス比容積の点から,真空度の小さいもののはうがよい｡

(2)槽内温度を常温より4h以内に-65℃に冷却する場合の

冷却負荷は,大部分が槽壁および槽内の冷却物であり,残りほ,

槽内発熱体からの熱量および外気からの侵入熱量である｡したが

って冷却時の負荷と時間との関係ほ冷却開始時において最大を示

し,逐次減少して,-65℃において最小となるから,冷却装置の

冷凍容量と時間との関係も,これになるべく一致するような冷却

方式がよい｡

(3)槽内温度を-65℃より＋85℃まで支障なく運転するには,
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冷表l第 却

論評

煩種の式方

第47巻 第6号

冷 却 方 式 冷 却 方 法 温 度 制 御 方 法

加熱ペースとし,冷却にて制御
直 接 冷 却 法

間 接 冷 却 法

(プライン冷却法)

多段圧縮冷却方式
冷却ベMスとし,加熱こて制御

加熱べ【スとL,冷却にて制御

冷却ベースとし,加熱にて制御

圧縮機の段数を切換えて冷媒のラ鞋尭温度を変えてゆく

冷媒の蒸発温度一定とする

プラインの温度,流量を変えてゆく

加熱ベースとL,冷却iこて制御
直 接 冷 却 法

間 接 冷 却 法

(プライン冷却法)

二元冷却方式

冷却ベースとし,加熱にて制御

加熱ペースとし,冷却にて鴇q御

冷却ベースとし,加熱にて制御

一元サイクルか二元サーク′しかに切換える｡必要に応じ圧縮機の段数の切換も併用する

冷媒の蒸発温度一定とする

プラインの温度,沈設を変えてゆく

第2表 蒸発温度による冷却方式の種類

温 度 範 囲 冷 却 方 式 冷 媒

一60℃
まで

ー80℃
まで

ー100℃
まで

2段圧縮あるいは3段圧縮

段 〃三 縮

二 プロ †て了 却
(1段あるいは2段杜絶J

R-22

ソ ロ/こ ン

アンーモニア

R-12

R-22

プロ′こソ

R-12

■/ロノ､ン

･三;卜‡

R-13

エチレン

二元冷却(_2段旺縮)

第3表 冷却方式の比較

唄
凝

縮

i疑 縮

蒸 発

蒸 発

全 体 の

成 絞

日l単 位】3竿雷鳥ヂ式t～舐宕で控益
止三 ノJ

温 腔

j王 力

温 度

圧 蔚旨比

係 数

理想的冷凍機の成続係数

冷凍能力 3,320kcal/b
当たりの理論ガス動力

指凍能力 3,320kcal/h
当たりの各圧縮扱吸入
ガス容括の合計

f七(kg/cm2abs)

℃

fな(kg/cm2abs〕

℃

f七/fセ

ノ

kWt(kW)

Ⅴ占(m3)

一

1

2665 46.2

槽内負荷により,冷却装置をベースロードとし,緩速加熱装置に

て槽内温度を制御する場合と,その道の場合,あるいは,その両

者を併用する場合がある｡すなわち槽内発熱量と槽外から矧ノ+へ

の浸入熱量との和(槽内から槽外へ放熱する場合は負の投入熱量

とみなす)が正である場合は,その和に相当する部分だけ冷却装

置を運転して冷却してやる必要があり,逆の場合ほ緩速加熱装掟

を運転してやるか,あるいは冷却装繹を運転して緩速加熱装拭で

再び加熱してやるか,そのいずれかを用いなければならない｡本

装置においては,槽温-65℃から＋850Cの範囲で,この和が止

であるから,冷却装置は常に運転しておく必要があり,したがっ

て支障なく運転できる方式が要求される場合,次のような条件を

必要とする｡

(a)冷却装置をベースロードとし,緩速加熱装置にて槽内温

度を制御する場合,制御すべき温度範囲にわたって,冷凍容量

を冷却負荷近く一定に保持でき,かつ支障なく運転できるもの

であること｡

(b)緩速加熱装置をベースロードとし,冷却装掛こて槽内温

形 式

A

B

C

D

E

F

G

H

度を制御する場合,槽内温度保持機構を右し,制御すべき温度

範掛こわたって,要求精度を満足させ得るもので,かつ支障な

く運転できるものであること｡

これらの条件をもつものとして考えられる冷却方式には,舞1表

のようなものがあげられる｡多段圧縮冷却方式というのは,一種煩

の冷媒を用いて,普通2～3段圧縮して,低温を発生する方法であり,

二元冷却方式は,低温部と高温部に異なった二種顆の冷媒を用いて,

各冷媒系統別に,普通1～2段圧縮して,低温を発生する方法であ

る｡なお直接冷却法というのは,冷媒を直接,冷却掛こ流入し,蒸

発させて,冷却を行なわせる方法であり,間接冷却法というのはプ

ラインを冷媒により冷却し,冷却されたプラインを冷却一掛こ循環さ

せて冷却を行なわせる方法である｡

舞2表はこれらの方式を冷媒の蒸発温度により区分して示したも

のである｡これより温度範開-80℃の区分が適用されるが,これら

ほさらに経済性,取扱性,保守,安全性,技術的な問題点の解決な

どあらゆる点から比較検討されたうえ方式を決定すべきであり,以

下にこれらの比較検討結果を述べる｡

3.1.1経 済 性

弟3表は,前に示したように,本装匠に適川される,超低温冷

却装置の代表的な方式として,R-22を用いた3段托縮冷却方式

とR【22,R-13を用いた二元冷却プブ式との比較をホしたものであ

る｡この裏から明らかなように,成績係数においては,3段圧縮

冷却力式のほうがすぐれているが,単位冷凍容量当たりの圧縮機

吸入ガス容積においては,各圧縮機の平均値で,二元冷却方式の

約3.5倍を示している｡このことから,このクラスの超低温冷却

装置においては,一般的に,3段圧縮冷却方式が,二元冷却方式

に比べて,据付面積が広く,設備費が大きくなる｡また所要理論

動力は,3段圧縮方式のほうが小さくなっているが,実際の所要

動力においてほ3段圧縮方式が,低圧段圧縮機の吸入圧力の真空

度が高く,したがって機械効率が低下するので,むしろ大きく

なる｡

つぎに直接冷却法と間接冷却法(プライン冷却法)とを比較す

ると同一槽温を得るための冷媒蒸発温度ほ,間接冷却法の場合が

低いので,単位冷凍容量当たりの圧縮機吸入ガス容蔽および旺縮

比が人きくなる｡また間接冷却法は,プライン設備を設けるので,

プラインポンプなどの動力消費分だけの熱取得が冷月+負荷として

加算されるため,装置容量がそれだけ大きくなる｡以上の理由

により設備費並びに所要動力において間接冷却のほうが大きく

なる｡

托縮機の形式については,代表的なものに高速多気筒圧縮機,

ターボ圧縮枚,往復動圧縮機があるが,本装置の容量では,冷媒

にR-22,R-13を用いた二元冷却方式を採用するとすれば,標準

仕様の高速多気筒圧縮機をR-13系統に1台,R-22系統の高圧

側および低圧側に各1台,合計3台を使用すればよいので,経済

的のみならず,取扱および保守の一亡､くから,本装置では,高速多気
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第4表 冷 媒 の 特 性
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冷媒名称

R-22

R-13

プロパン

エ タ ン

エチレン

化 学 式

CIiCIF2

CCIF3

C3打8

C2H6

C2H4

分 子i辻

86.5

104.5

44.4

16.0

28.0

沸騰点(℃)

-40.8

-81.5

-42.3

-88.5

-103.9

凝固ノ丈(℃)

一

【

一
一
一

臨界温度(℃)

96

2乱8

94.2

32.2

9.3

抑圧ノJ佃′cmabs)+燃焼あるいほ爆発の限界(密航%)*
不 燃

小 燃

2.3～3.7

3～14

3～33.5

iぎj性肥引立**

5a

ほぼ6

5

5

5

*
爆発限界ほ実験者により多少界なっている｡

**

=爵号の小さいはど苗佐多く,aはbより毒性多L,6は無毒｡なお亜硫酸(SO2)の毒性順位は1である｡

筒圧縮機が他の形式のものより,ほるかに有利である｡

3.1.2 取扱,保守および安全性

(1)冷 媒

第4表は冷媒の性状および柑性を示したものである｡プロパ

ン,エチレン,エタンは燃性および爆発性があるが,R-22,R-13

は燃性および爆発性の危険がないはか,毒性が非常に少ない冷

媒である｡低温に使われるR-13,エチレン,エタンは臨界温

度がR-12,R-22,プロパンに比べて低く,しかも臨界圧力が高

いのでよはど取故に注意しないと危険である｡このため二元冷

却方式として低温部にこの冷媒を用いた場合ほ,運転を休止す

ると,系内の圧力が高圧となり危険があるので,これを防ぐた

めに,別に低温冷媒冷却用の冷凍樵を設けるか,膨張タンクを

設けで低圧ガスとしてたくわえるなどの方法がとられている｡

このように低温冷媒を用いると,取扱および保守がやっかい

であるから,本装臣のような場合,R-22を用いた3段圧縮冷却

方式のほうがはるかに良いように考えられるが,-80℃の超低

温を得るとなるとR-22では冷媒の蒸発圧力の真空度が極端に

高くなり,また過度の氾度変化を伴うので,配管などの接続部

の気密保持がたいへんむずかしくなる｡したがって二元冷却力

式ということになれば,冷媒はR-22,R-13の組み合わせとな

るが,これらは他の冷媒にくらべて高価となる欠点があるため,

漏えいについては掛こ注意する必要がある｡

(2)運転,制御性

本装置のような広範囲の温度制御を行なう場合,取扱,拙作

上,弟l表の中でどの方法がいちばんよいか,運転者にしてみ

れば,操作が簡単で,安全かつ安定した運転が行なえる力法が

いちばんよい｡策】表の中でこの要求にいちばん近いものは,

形式(B)あるいは(F)である｡その理由は他の形式においては

槽温に応じて圧縮段数を切換えたり,一元冷却方式を二元冷却

方式に切換えするなどの操作が加わる｡この程度の大形冷凍機

を用いる場合は,起動操作を自動化することがむずかしくなり,

運転者は現場にて運転状況をみながら手動操作する必要がある

ので,圧縮段数を切換えたりするときは,このような操作を

いくどもくりかえさなければならないなどの不便があるからで
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ある｡

3.】.3 技術的問題

以上の検討結果を総合して,冷却方式ほ第1表の(F)に相当す

るもので,冷媒にR-22,R-13,圧縮楼に高速多気筒圧縮機を用い

た二元冷却方式となる｡しかし次にかかげる問題が解決されない

と,本方式を採用することができない｡

(1)3.1項の条件(2)と条件(3)-(a)とが機能的に乃二に矛

盾するので,これをいかなる方法で両立させたらよいか｡

(2)3.1項の条件(2)と条件(3)-(a)とを互に矛盾なく両

立させ得た場合に,それぞれの条件を満足するような具体的方

法があるか｡

の2点であるが,これは次のような理由による｡

弟1表の冷却方式(F)は冷却装置をベースロードとし緩速加熱

装置にて制御する方法であるから,制御すべき温度範囲あるいは

時間に対して,冷却容量を一定にしなければならない｡ところが

常温より-65℃まで4h以内の冷却容量は一定でほ困るという

ことである｡特殊の場合を除いて,一般にこの二つの条件を同一

の制御方法で満足させることほ不可能である｡したがってこのよ

うな場合はそれぞれの条件を満足する方法を併設し,目的に応じ

切換えて行なうよりほかにない｡そこで残された問題は,この

内方法の切換えがうまくできるかということと,それぞれの条

件を満足するような方法が技術的に可能かどうかということで

ある｡

この点について,いろいろ調査,試作,検討を行ない,その解

決方法を見出し得た｡この方法を理論的にいえば非定常の冷却過

程(常温より槽内を-65℃まで冷却する)に対しては温度式自動

膨張弁を用い,冷凍容量を負荷に合わせて,温度調節計により,

冷却装置および膨張弁の容量調整を行なわせ,また冷却後の温度

定常保持では定圧式自動膨張弁を用い,冷凍容量を一

定とし,温度調節計により緩速加熱装担の容量調整を

行なわせる方法である｡

3.2 冷却装置の構成

f仰
ニ;～却

;抜糸Ji岩手

一暦
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策5図に冷却装置の系統を示す｡冷却装掛よ大別して

冷却系,温蛙制御系および冷却水系から成っている｡弟

5表に冷凍機(圧縮機)の仕様を示す｡

3.2.1冷 却 系

冷却系は二元冷却方式で低温部(R-13系統)と高温

部(R-22系統)から成る｡低温部は試験槽を冷却する

ためのもので冷媒にR-13を用いた1段圧縮サイクル

で,圧縮故には高速多気筒形を1台使用している｡高

配部は低温部の冷媒R-13を･冷却するためのもので,

冷媒にR-22を川いた2段圧縮サイクルで,圧断機に
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は,低圧側,高圧側とも高速多気筒形を各1台ずつ使用している｡

冷却の際の各圧縮枚の運転はつぎのようになる｡

まず冷却水を高温部の凝縮器,高圧側圧縮枚(亘i)および低圧側

圧紡機(亘三)に通水すると,フロースイッチが作動して(ら)運転

OKの表示ランプが点灯する｡このとき(ら)を起動させる｡この

場合,バイパス用電磁弁SVlは開,中間冷却器液フラッシュ用電

磁弁SV2は閉,カスケード凝縮器入口電磁弁SVaは開となってい

るので,冷媒は次のような経路で循環する｡

(ら)竺空凝縮器J聖受液一旨旨上聖中間冷却器⊥聖熱交換諸賢
J聖ヵスケード凝縮器竺空熱交換器望ヱsvl竺空(ら)

カスケード凝縮器の冷却が進行し,冷媒R-22の蒸発圧力がある

値に低下すると,圧力スイッチが作動し,(亘妄)運転OKの表示ラ

ソプが点灯する｡このとき(亘妄)を起動する｡(買主)起動と同時に

SV2ほ開,SVlは閉に切換えられ,サイクルは1段圧縮から2段

圧縮へ移行し,巾間冷却器が働くようになる｡さらに蒸発圧力が

低下し,ある値になると,2個目の圧力スイッチが働き,低温部

圧縮機(ら)運転OKの表示ランプが点灯する｡このとき(亘主)を

起動させる｡ここではじめて(ら),(j顎),(亘三)が直列になり,二

元冷却系として試験槽の冷却が開始され,以後この状態で冷却が

続く｡

各圧縮機は自動容量調燈機構を持ち,負荷に応じて,[1動的に

容量調整を行なうほか,運転小の保連装｢芦たとして,断水リレー,

吸入圧異常低下および吐出口三共珊上昇リレー,油旺異常低‾lこリレ

ー,過負荷リレー,過電流リレーを設けて,異常の場合は圧縮機

を悼【Lさせるようiこしている｡

低恥部には,前にも述べたように臨非温度の低いR-13を使用

しているので,安全装琵として膨張タンクを設けている｡このタ

ンクはR-13の貯蔵の目的も兼ねている｡膨張タンクにたくわえ

られたR-13なサイクル内へ導入する場合は(ら),(F亘),(阜言)を

運転しながら弁GVlを徐々に開く｡

冷却系で特に考慮したことは次の点である｡

(1)冷凍機油が冷媒とともに循環し,超低温のため,膨張弁

で凝固したり,蒸発器へ熱交換掛こたまるおそれがあるため,

高効率の油分離船を設けて,なるべくサイクル【勺へ循環する量

を少なくさせるはか,油戻りを良くするよう,配管に考慮を払

った｡

(2)超低温であるため,系内に微量の水分でも存在すると膨

張弁で凝固し,運転に支障をきたすので,系内は低露点の脱湿

空気を用いて乾燥し,冷媒封入後も良質の脱湿剤を使用して系

内の水分を完全に除去するようにした｡

(3)低温部の冷媒配管は極端な温度変化を伴い,その伸縮に

よる継手部のゆるみから,冷媒の漏えいが心配されたので,ムも

密テスト時に加熱装置と冷却装筐を準肺して,配管に温度変化

を与えながら実施した｡また,低温部の気密試験テストおよび

真空テストは特に長時間をかけて,抑掛こ行なわれた｡なおR-

13の漏えいについては,本装置のように多量用いておる場合

は,冷媒が高価な点からも,一般冷媒に対する漏えいの考えと

は板木的に心がまえを変えることが必要と考える｡

3.2.2 温度制御系

温度制御方法は前に述べたように,基本的には,冷却装置をベ

ースロードとし,緩速加熱装置にて制御する方法であるが,槽温

-40℃程度以下の温度範囲は,緩速加熱装置を使用しなくても,

冷却装置のみで制御可能であるので,この方法を使えるようにし

た｡なお冷却装置および緩速加熱装置はそれぞれ単独に運転でき

るようにしてある｡

冷却装置の温度制御系は温度検出端⑳,温度設定指示調節計

(夏至亘),ステップコントローラ(萱∃写)およびR113膨脹弁用電磁

弁群SV5から成り,⑦にはサーチコイル,(夏至亘)には日立製作所

で特に設計製作した電子管式抵抗温度設定指示調節計を使用して

いる｡

制御方法としては,冷媒膨張弁群を数個並列に設け,SV5を

(芋蔓亘ト(亘夏至)により順次切入する方法を用いた｡この方法は前

に防衛庁技術研究本部第3研究所納超低温低圧装置に採用し好成

績を収めているほか,この種の環境試験装置に使用して良い結果

を得ている｡後刻,運転結果の項に示すように,±0.5～±1℃以

内に整定できた｡なお制御系機器には次のような考慮が払われて

いる｡

(1)一般のステップコントローラは,温度と作動点の選択が

半固定となっていて,調節温度の変更が容易でないので,本装

置では,自動平衡回路に設けた可変抵抗をパネル面から操作す

るようにして,簡単にステップコントローラ作動温度の中心値

を変えらjlるようにした｡

(2)温度検出器で問題になるのは,低温における水分の凍霜

による絶縁不良である｡この点についてほ感温抵抗体にガラス

被覆を施し,端子部もパラフィン充てんとした｡この方法ほ従

来の納入実績で好結果を得ている｡

冷却装置をベースロードとし,緩速加熱装B割こて,高温度制

御を行なう場合は,低温部圧縮機(ら)の吸入ガス温度が上昇

し,そのままの状態で圧縮すると,吐出ガス温度が異常に上り,

冷媒および冷凍磯油が劣化して運転を続けることができなくな

る｡これを防ぐために,低温部には特に,吐出温度異常上昇防

止装置が設けられている｡

3.3 制 御 装 置

冷却装置の制御は中央制御盤と現場操作盤で行なわれるが,制

御および運転についてこの二つの盤はつぎのように使い分けら

れる｡

(1)中央制御盤

(a)温度一時間記録および観測

(b)温度の設定,指ホ調節

(c)冷却開始の現場操作盤への指令

(d)各機器.の運転表示(グラフィックパネル,圧縮機容量調

整表示および電流計)

(e)各機器の故障の大代表表示(表示ランプおよびブザー)

(f)非 常 停 止

(2)現場操作盤

(a)各圧縮機の起動準備表示

(b)各圧縮機の起動,停止

(c.)各機器の運転表示(表示ランプおよび電流計)

(d)各機器の故障表示

(e)各機器の手動調節

この使い分けの目的ほ,観測記録を行なうのは原則として槽の前

とし,各棟器の運転ほ現場で子■fなうことにある｡

各日三縮機の起動は,現場においてそれぞれ単独に手動で行なうよ

うにしてあるが,これは本装辟のように,二元冷却方式で大形楼器

を起動する場合は,冷凍機の性質上運転状況をよく見ながら操作す

る必要があり,遠隔にて自動起動することは,危険を伴うからで

ある｡

4.減 圧 装 置

4.1減圧方式の選定

減圧装置に要求される椀能は前にも述べたように次の二つで

ある｡
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(1)非定常減圧

(a)構内圧力を常温常圧より10秒ごとに約1/2の割合で減

圧し最終8mmHgabsまでに約1分で到達すること(危

急速減圧と呼ぷ)｡

(b)この減圧速度を限度として数種の非定常減圧速度が得ら

れること(緩速減圧と呼ぶ)｡

(2)定 常 保 持

大気圧近くより8mmHgabsまでの任意圧力において精度±5

%(または2mmHgabsのいずれか大きいほう)にて保持できる

こと｡

減圧装置としてこれらの機能を持つためには少なくとも次の三つ

の条件を満足するものでなければならない｡

(1)大気圧～8mmHgabsにわたって一定の排気速度を布す

ること｡

(2)この排気速度は少なくとも数段階に変えられること｡

(3)圧力定常保持機構を有すること｡

これは次のような理由による｡

まず,一定容積の槽を減圧するとき,槽内圧力の下がる割合をい

つも同じにするためには,そのときの槽内圧力に換算した排気量(真

空槽風量と呼ばれるもの)が槽内圧力いかんにかかわらずいつも一

定でなければならない｡今回の装置では大気圧から8mmHgabsま

で一定の排気速度が必要である｡真空ポンプでほ一般に吸入側の圧

力によってその排気速度は変わるだけでなくある圧力以下では排気

能力がまったく失われる点(到達真空度)があり,この性能ほポン

プの機構によって決まってくるから条件の(1)はそれだけですでに

ポンプの形式をある程度規定してしまうものである｡

また数種の緩速減圧を行なうのはその速度に見合って排気速度を

変えてやればよい｡この場合も排気速度が圧力によって変わらな

ければ減圧される速さはゆるやかになっても下がる割合は一定と

なる｡

つぎに圧力定常保持機構であるが,試験槽も含め排気系には必ず

外気からの漏れがあるから,あるn三力に保つためにはこの漏れを常

に引いてやらなければならない｡漏れの量は圧力によって異なるか

らこの場合は圧力に応じ漏れ量に応じて排気速度を変えることので

きるポンプが必要になってくる｡

これらの減圧椀構を持つものとして考えられる減圧プチ法にほ次の

ような方法があげられる｡

(1)ポ ン プ方式

(a)多段ポンプ方式

(b)多列ポンプ方式

(2)真空だめ方式

ポンプ方式というのは,真空ポンプで試験槽を面接排気するも

ので,多段ポンプで排気する場合とたくさんのポンプを並列させ

て排気する場合とが考えられる｡

真空だめ方式は,あらかじめ減圧しておいた別のタンクと試験

槽とを結び,槽内空気をこの真空だ捌こ放気させるやり方でこの

場合も一つの大きな真空だめに放気させるか,あるいはいくつか

の真空だめを用意しておき圧力に応じてつぎつぎに切換えて放気

することが考えられる｡

いずれの方式も前の3条件を100%満足するものではない｡た

とえば排気速度特性を考えて見ても圧力に無関係に一定の排気速

度を持つポンプは実際ありえないし,タンクに放気させる場合は

なおさらであり当然なんらかの.t夫が必要になってくる｡また,

この種の試験装置でも一般の生産設備同様に経済性,使いやすさ

などを十分考慮されなければならない｡

この意味で減圧方式の選定にあたってはあらゆる点から各方式

第6安 城 正方式 の 比較

＼ プ7式
＼

項目＼＼＼

ポ ソ プ 方 式

多l芙 ポ ン プ 多列 ポ ン プ

真空だめ方式

大㌔も圧から高真空ま

でほぼ一様にできる

排 気速 度制御

圧 力 保 持

易 易

大気口三でmax,互こモ空

度が上がるにつれi江

線的に減少

難

可(大気リーク) 可(大気リーク) 不 可

(真空だめだけでほ

不可｡ポンプが要る)

枚器大形ポンプ

数は少ない

三軍 転 自動化容易

小形ポンプ

数が多くなる

タンク

自動流丑調節弁など

日動化容易 自動化?

(実用化が難)

保 守

据 付 面 耶

設術軋柁力費など

易

100

100

やや難

160

150

やや難

200一-250

250～300

の比較検討がなされた｡弟占表にその概要をまとめて示す｡ここ

でとりあげた多段ポンプは(ルーツ)×(往復励形)×(油回転)の

組み合わせのもの,多列ポンプは油回転の場合,また真空だめ方

式は1偶の真空だめの場合と多数の場合とをあわせ考えている｡

一定容量の槽を減圧する場合の排気速度ほ,

5=2･303首10g書
ここに,g:排 気 速 度 m3/min

V:槽 の 容 量 m3

r:時 間 min

昂:減圧前の槽内圧力 mmHgabs

P:減圧後の槽内圧力 mmHgabs

となるが今回のように32.4m3の槽を10秒に1/2の測介で減圧す

る場合,必要な実排気速度は

5=2･303×芋×10g(一言-)
6

=135m8/min

となる｡最急速減圧の場合少なくとも66秒ぐらいの間,常にこの

排気速度を保つ必要があるが時間が短いから途中での細かい調整

はあまり期待できない｡この点真空だめ方式は問題が多く圧力に

よって大きく変わる排気量をバルブ開度の調節,タンクの切り換

えなどで制御しなければならず,現状ではこの方式に適した応芥

の早い確実な計測制御方法がない｡

また大気圧近くから8mmHgabsまで一定した排気速度を持つ

ポンプとなると油回転ポンプであるが,現在国産されている仙卜Jl

転ポンプの排気速度は12～13m3/minどまりであっで多列ポン

プ方式では11～12白も並べなければならない｡

結尾 多段ポンプを採用したのであるがこの結論は必ずしもす

べての場合に適用できるとはいえない｡試験槽の容量が大きくな

ると多段ポンプの有利さが日立ってくるが,小容量で抽回転ポン

プ1～2台で間に合う場合なら多列ポンプ方式がはるかに有利で

ある｡また減圧のスピードがもっとゆっくりであれば真空だめ方

式も十分利用できるようになろう｡

ム2 液圧装置の構成

第d図に減圧装置の系統を示す｡減圧装掛ま大別して真空ポンプ

系,圧力制御系および圧力郎夏系から成る｡舞7表にこれらの各系

を構成する梯器の仕様を示す｡

ん2.1真空ポンプ系

真空ポソプ系ほ第1段にルーツポンプ⑧,第2段に往復勅形ポ

ー55-
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7イ′しタ る｡このリーク量はポソプ系の排気速度から,槽およ
帥

沈:■i:調節弁

ヒい"川

(
d
芹

㍍P力椚
｢止

｢
比
怨
九

榊

450¢CV

試験槽

自動圧力
制御弁

減止
ナーー

享享年
至

節1l三文兵空
450¢ ポンプ

QV 125kW

消音器

RSA-RHV

第2段真空ボン7D

90kW BSD-WCV

空1t槽 脱ぎ址器

オイルタンク

第3段真空ボン7qX2チi

22kⅥr OV-K15000

油分雑器

77タ【クーラ

トレンセ′りノ【タ

第6図 減 托 装 置 系 統 図

ソプ⑧,第3段に油回転形ポンプ㊨2台,合計3機種4台を用い

た多段ポンプ系である｡各段ポソプほ直列に結ばれた多段ポンプ

として排気するだけでなく,各段とも並列に排気することもでき,

この切換を日動的に行なう切換弁,バイパス弁を含んだ一つの系

として450¢手動真空弁CVと8Bおよび450¢の二つの急閉弁

QVを介して試験槽と結ばれている｡

槽内空気はこの450¢CVを経てまず⑧に吸引され12B3方切

換弁TVlを経て⑧に吸引され,さらに⑧の吐出側にある8fi3方

切換弁TV2を通って第3段の㊨2台に吸引されたのち㊨の吐出

側から大気へ放出される｡

減圧の際の各段ポンプのrF動はつぎのようになる｡

まず急閉弁を大気開放にしておき,各段ポンプは槽の減拝聞始

以前にそれぞれ単独に起動させる｡このとき各段ポンプは二つの

QVから吸気し㊧はTVlの大気放出口から,⑳ほTV2の大気放とH

nから,また㊨はそのまま大気へ放出する｡すなわちこのときポ

ンプほ並列運転を行なっている｢)この状態で二つのQVを急閉さ

せるとそれまで大気から吸入していたポソプほ槽内から吸気する

ようになり減庁がはじまる｡QV閉をもって減圧開始とするので

ある｡

減忙が進行し,槽内圧乃がある値まで下がるとまず真空スイッ

チPSlが作動してTVlおよびBVlを切換え⑳と⑧が直列になる｡

なお㊨2≠‡はそのまま並列吸引を行なっている｡さらに槽内肝プJ

が■Fがるとつぎに真空スイッチPS2が作動してTV2,BV2を切換

え,はじめて⑳,⑳,㊨2子‡が両列になり以後3段ポンプ系として

排気を続ける｡この切換ほ各段ポソプを効率良く運転するために

行なうもので多段ポンプの各中間圧が大気圧以上にならないよう

にPSl,PS2の作動｢E力を決めている｡これはつぎの矧1一による｡

多段真窄ポソプの排気速度は初段ポンプによ一〕て決まるが中間

圧すなわち後段ポソプの吸入圧が大気圧以上になると排気も速度は

初段ポンプだけの場合よりさらに悪く,後段ポンプはいたずらに

動力を消費するだけになるからである｡

各ポンプは第7表に示したように容量調整を行なうことができ

るが,この容量調整を組み合わせることによって後で述べるよう

に数種の減圧曲線を得ることができる｡

4.2.2 圧力制御系

圧力制御系は槽内托力の定常保持を行なうためのもので,適当

な減圧曲線を選んで非定常減圧を行ない所定圧力に達したとき第

1段真空ポソプ⑳の吸入側へ大気をリークさせて圧力を保持させ

び減圧系全体の漏れ量に相当する量だけ引いたものに

なるが,漏れ量はポンプ系の排気速度に比べればずっ

と′トさいから実際にはほとんどポソプの排気速度に近

い量をリークさせてやることになる｡

この系は梧内圧力を検出しこれを電気信号に変える

圧力変換器,この信号を受けて流量調節弁の閲歴を変

えるための電空ポジショナに指令を送る調節計,電空

ポジショナ付流量調節弁および圧力指示計などによっ

て構成されている｡

この装置では大気圧から8mmHgabsまでの広い範

岡にわたって定圧保持をしなければならないので,圧

力いかんによらずいつも同じ精度を保つことができる

ように圧力検出端(絶対真空ベローズ)ほ0～100mm

Hgabs,0～300mmHgabs,0～760mmHgabsの3レ

ンジ別,合計3個が用いられている｡指示計も3レン

ジ切換可能にして読取精度を高くしている｡

調節弁も8mmHgabsから760mmHgabsまで調

節するためには流量係数(Cv値)は500倍以上の広範囲に変化す

る必要があり,到底1台では不可能となるので%B,1ケ妄B,および

4Bの3系列を用い,調節圧力によって最適口径を選ぶようにされ

ている｡

4.2.3 圧力回復系

圧力回復系はベビコソを空気源とする乾燥空気供給系で試験槽

の圧力回復用,圧力制御系の計装用,真空ポンプ系内の空気作動

切換弁の空気源,第2段真空ポンプのアソローダ作動用などに用

いられる｡

策る図に示すようにベビコンから送i)出される5.5kg/cm2Gの

托縮空気はアフタークーラ,ドレンセパレータ,油分離器を通っ

てドレソ,油が取除かれ,さらに吸着式脱湿器によって出口露点

で-45℃まで乾燥,除湿されたのちいったん空気槽にたくわえら

れてから各ノズルに分けられる｡

試験槽の圧力回復をあまり急激に行なうと槽l勺装備品への風

†-E,lロー復ノズルの噴出音など好ましくないことが多く,また槽l勺

庁力が異常卜昇するのを防I卜するためもあって,槽の圧力凶復空

気ほ自動日て力制御弁によってほとんど大気圧近くまで減作してか

F.)送i)込むようにされている｡

第7表 減圧装置機器仕様

系

打
ハ
仙
ユ
ポ
ン
プ

系

圧

力

制

御

系

一
圧
力
凹
復
系

槻器名

l
ポ
2
〕
小

3ポ

第

第

第

切

連

理

↓
其
プ
肖
ハ
ゾ

段
ン
段
ソ

良
ハ
ゾ

段
ン

換

急 閉

空

升

弁

形 式 l 仕

RSA-RHV

BSD-WCV

0

卜八

式

矧
川
㈹
糊

棚
抑
的
約

様l台数
500¢×209m3/minxl,120rpmx80%Pu
X125kW 容追調宅100プg,0プg(停止)
500¢×2×200Sx580rpmxl13,5m3/min

X90%Pux90kW 容量調整100%,
75%,50%,25%,0%(二停止)
キニー形360rpmx15m3/minxO.005
mmHgPux
O%(停止)

22kW 容音調整100%,

12Ⅰ主3方弁×1,8B3プ7升×1,12B2ガ弁
×l,8B2方弁×1
8Bxl,450ゥixl

圧力変換器

電圧変換器

温度指示計

圧力調節計

電 空
ポジショナ

流量調節計

(供河)TSP-81

ETR-2V

VIP31

V62-E2

Ⅹ-EPV3

0-100mmHg,0～300mmIig,0～760

mmHg3レンジ用

4Bxl,1%Bxl,%Bxl

1

1

2

1式

2

ベ ビ コ ソ

脱 湿 署芹

空 気 槽

2.2kW自動ア

ンロード式
AD-40S

立形円筒式

60申×3×45Sxl,350rpmx515J/minx2.2
kWアフタークーラ,ドレンセパレータ付

モレキュラシープ,20m3ノhx5.5kg/cm2
×DP-45℃
1,10(対×3,000H
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-30℃低温維持試験記録

ん3 制 御 装 置

減圧装ij茸の制御は冷却装置と同様に中央制御盤と現場操作盤で行

なわれるが制御および運転についてこの二つの偉はつぎのように使

い分けられる｡

(1)中央制御盤

(a)圧力一時間記録および観測

(b)圧力の設定,指示調節

(c)減 圧 開 始

(d)各棟器の運転表示(グラフィックパネルおよび電流計)

(e)減圧曲線番号表示

(2)現場操作盤

(a)減圧曲線の選択,表示

(b)各段ポンプの始動停Jヒ

(c)各段ポンプ運転表示(表示ランプおよび電流計)

この使い分けの目的は観測記録を行なうのは原則として槽の前と

し各機器の運転は現場で行なうことにある｡これはとくに本装琵の

ように多数の大形機賢洋を運転する場合に有効な方法である｡ただ,

減冊凋始ボタンだけは中央制御盤に限っている｡これは万一試験槽

州こ人が残ったままドアが閉まったりすると減圧試験は非常に危険

なものになるかF)必ず1個所で監視し常に注意を怠らないようにす

るたこめである｡

5.運 転i結 果

昭和40年2月から3月+ミにかけて各性能についての試験が行な

われた｡この試験は同時に防衛庁の術収試験ともなるもので,この

装揮を使′)て将来行なわれるであろう種々のパターンに従って最長

72時間の連続試験まであらゆる試験が行なわれたのであるが,ここ

では統面のつごうにより冷却装f乱 減粁装持とも代表的な試験結果

のみ止蹴する｡

5.1冷 却 性 能

弟7図は大公汀[‾卜での冷却性能試験の結果である｡この曲線は

R-13系冷凍機の起動開始向後を起点として槽州別真の時間的経過

を示すものであるが,-65℃に到達するのに2時間47分かかって

いる｡計画でほ常温常圧より-65℃に到達する時間を4時間以内

とおさえていたのであるが外気条件などを考慮してもこの試験結果

は予想をはるかに__ヒ回る好成績を示している｡

なお冷却の際試験槽内の肝力は下がって行くから,肝ノブを一定(大

気口三)に保つため圧力回復系の乾燥せ詫乞ほ入れて行くのであるが,

(
∽
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∈
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-30℃程度までは冷却速度が大きいため槽内は多少減圧気味の陳

向を示していた｡

弟8図は-30℃維持試験の結果である｡定温維持は冷凍機をベ

ースロードとし綬嵐加熱用ヒータによって温度制御を行なうもので

あるが,連続72時｢～iJの記録紙l二でほほとんど一直線に保たれてい

る｡この岡にほ加熱器が日動制御にはいってからの般初の30分だ

けを示したものである｡

なお緩速加熱器を川いず冷凍機のみで志混維措を行なわせた例を

弟9図に掲げておいた｡短時間の場合とか,条件によ′-,てほ冷凍機

だけでも定温維持が--ト分行なえることを示しているし,

5.2 減 圧 性 能

弟10図に最急速減圧および緩速減旺の試験結果を示す｡緩速減

作の山線のうち2,3,4の山線の一部に｢ずjt■lが見られるがこれは

ポンプが並列運転から向列運転に移る際の切換の影響である｡弁l上l

体ははとんど瞬間的に切換わるのであるが切換前後の配管系の相違

による排気速度の波打ちが微妙に表われるものと考えられる〔〕矧程

の目的からいえばほとんど問題にならない｡

危急速減圧の曲線1は最初の10秒では予定の圧力舛をはるかに

上回わってほとんど%近くにまで減圧しており,その後も確与引こ10

秒ごとに約%ずつ減任しているし〕8mmIigabsまでの予定所要時

間は約65秒であるが実際は57.5秒と俊秀な伯を示している｢.なお,

h57叫
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最急速減圧の場合,槽内温度は5～6℃低下した｡完全断熱膨脹をす

れば200℃以上も下がるはずであるが実際は表面境界層の影響など

で予想よりずっと少ない値を得た｡

策11図は定常保持の試験結果である｡この試験は最急速減圧か

ら移行させたため過渡部分の波が大きく出ているが,定常保持には

いってからはほとんど一直線である｡実際2時間も保持試験を行な

って観測を続けるのが退屈なほどに確実な制御であった｡

る.結 R

国内はもとより世界でも有数の規模を持つ温度高度変化試験装置

の主要部を占める冷却装置および減圧装熟まあらゆる点で予想を上

回わる成績で納入することができた｡防衛庁技術研究本部をはじめ

萎竺作者側の取りまとめを担当された三菱重工業株式会社の担当各位

にあらためて謝意を表するしだいである｡

昭和33年の超低温低圧装置から今凹の装Fだまでこの種試験装粁

を含めあらゆる環境試験装置を手がけているR了ナ製作所としてもこ

の貴重な経験をさらに高度な装置への尺がかりとして生かして行き

たいと考える｡

特 許 の 紹 介

原子炉圧力容器に設けられる遮へいタンク

沸騰水形原子炉にあっては,炉心上部に不要な空室が形成される｢､

蒸気は水に比べ遮へい効果がおとるものであり,またかかる形式の

原子炉では炉上部に到るに従い,蒸気の割合が多くなる点より,容

器下部に比べ上方部はその遮へい構成を特に考慮しなければなら

ない｡

しかるに従来,遮へい構体として遮へいタンク中に遮へい板を備

え,‾タソク中の冷却材ほドラム外部からの加熱およびドラム内にお

けるr線の吸収などにより生じる放射線加熱で蒸気になるので,遮

へい効果の点からして,これらを直ちにタンク上部の開口から放出

してドラム中に蒸気が停紆することを避けなければならない関係上
遮へい板にほ適当な開口が形成されているが,本発明はその開口を

図示のごとく斜めに形成したものである｡

このようにすることにより,炉心から上方に向って上昇する放射

線の直進を防く一ことができ開口による遮へい効果の低減を押えるこ

とができる｡また開口面積比の増加による遮へい効果の低減をそれ

ほど考慮する必要がないので,比較的開口面積化を大きくすること

ができ,蒸気の排除を良好ならしめてタンク中に滞留する蒸気割

合を少なくし,かかる点において遮へい効果を改善することがで

きる｡ (千石)
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